


(歳　入) (単位：千円)

款 項 補  正  前  の  額 補　　正　　額 計

04. 財 産 収 入 ５４９ △５９ ４９０

01. 財 産 運 用 収 入 ５４９ △５９ ４９０

05. 繰 入 金 ６１２，３１５ △１８，１１１ ５９４，２０４

01. 他 会 計 繰 入 金 ５８１，９５１ △１８，１１１ ５６３，８４０

08. 市 債 １７１，４００ △３，９００ １６７，５００

01. 市 債 １７１，４００ △３，９００ １６７，５００

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 １，２１４，８５２ △２２，０７０ １，１９２，７８２

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補  正  前  の  額 補　　正　　額 計

01. 下 水 道 事 業 費 ６１６，１９５ △２２，０７０ ５９４，１２５

01. 総 務 管 理 費 ２９６，７５７ △１０，０５９ ２８６，６９８

02. 下 水 道 施 設 整 備 事 業 費 ３１９，４３８ △１２，０１１ ３０７，４２７

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 １，２１４，８５２ △２２，０７０ １，１９２，７８２
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第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正



（ 追　加 ） （単位：千円）

． ．

． ．下 水 道 施 設 整 備 事 業 費 古川処理場施設整備事業 ４３，０００

第２表   繰　越　明　許　費　補　正

款 項 事　　　業　　　名 金　　額

01 下 水 道 事 業 費 01 総 務 管 理 費 ４，６２０神岡処理場施設修繕事業

第３表   地　　方　　債　　補　　正

01 下 水 道 事 業 費 02

償 還 の 方 法 限 度 額

167,500

証書借入

又は

証券発行

（ 変　更 ） （単位：千円）

起債の目的
補 正 前 補 正 後

限 度 額 起債の方法 利 率

　　４．０％以内
（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
政府資金及び地方公
共団体金融機構資金
について利率見直し
を行った後において
は当該見直し後の利
率）

　政府資金についてはその
融資条件により、銀行その
他の場合にはその債権者と
協定によるものとする。た
だし、市財政の都合により
据置期間及び償還期限を短
縮し、若しくは繰上償還又
は低利債に借換えすること
ができる。

起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

 　　　　下水道事業 171,400

証書借入

又は

証券発行

　　４．０％以内
（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
政府資金及び地方公
共団体金融機構資金
について利率見直し
を行った後において
は当該見直し後の利
率）

　政府資金についてはその
融資条件により、銀行その
他の場合にはその債権者と
協定によるものとする。た
だし、市財政の都合により
据置期間及び償還期限を短
縮し、若しくは繰上償還又
は低利債に借換えすること
ができる。
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１　総括

(歳　入) (単位：千円)

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計

04. 財 産 収 入 ５４９ △５９ ４９０

05. 繰 入 金 ６１２，３１５ △１８，１１１ ５９４，２０４

08. 市 債 １７１，４００ △３，９００ １６７，５００

歳       入       合       計歳 入 合 計 １，２１４，８５２ △２２，０７０ １，１９２，７８２

(歳　出) (単位：千円)
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歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

補　正　額　の　財　源　内　訳

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計 特     定     財     源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

01. 下 水 道 事 業 費 616,195 △22,070 594,125  △3,900 △59 △18,111

歳 出 合 計 1,214,852 △22,070 1,192,782  △3,900 △59 △18,111

一 般 財 源



２　歳入

(款) 04. 財産収入

(項) 01. 財産運用収入 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 01. 利子及び配当金 549 △59 490  01. 利子及び配当金 △59 累計 490

001. 公共下水道事業基金利子 △58(535)

002. 公共下水道事業減債基金利子 △1(14)

計 549 △59 490

(款) 05. 繰入金

(項) 01. 他会計繰入金

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 01. 一般会計繰入金 581,951 △18,111 563,840  01. 一般会計繰入金 △18,111 累計 563,840

002. 一般会計繰入金（古川）

△ 12,394(397,691)

003. 一般会計繰入金（神岡）

△ 5,717(182,406)

計 581,951 △18,111 563,840

(款) 08. 市債

(項) 01. 市債

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 01. 下水道事業債 171,400 △3,900 167,500  01. 下水道事業債 △3,900 累計 167,500

002. 下水道事業債（神岡） △3,900(58,900)

計 171,400 △3,900 167,500
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目
区     分 金   額

目
区     分 金   額

目
区     分 金   額



３　歳出
(款) 01. 下水道事業費

(項) 01. 総務管理費 (単位：千円)
補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 01. 一般管理費 82,709 △10,059 72,650 △59 △10,000 24. 積立金 △59 累 計 490(549)

<財産収入 003. 公共下水道事業減債基金積立金
△59> △ 1(14)

012. 公共下水道事業基金積立金

△ 58(535)

26. 公課費 △10,000 累 計 10,000(20,000)

002. 消費税 △10,000(20,000)

計 296,757 △10,059 286,698 △59 △10,000

(款) 01. 下水道事業費

(項) 02. 下水道施設整備事業費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 01. 古川管渠施 103,200 △3,424 99,776 △3,424 14. 工事請負費 △3,424 累 計 99,776(103,200)

設整備事業 062. 下水道管耐震化工事

費 △ 1,424(41,000)

065. マンホールトイレ管路整備工事

△ 2,000(60,000)

 02. 船津管渠施 109,638 △6,978 102,660 △3,900 △3,078 12. 委託料 △3,740 累 計 1,160(4,900)

設整備事業 <地方債 193. 管渠内調査委託料 △3,740(4,900)

費 △3,900> 14. 工事請負費 △3,238 累 計 96,500(99,738)

030. 下水道整備工事 △3,238(99,738)

 03. 古川処理場 106,600 △1,609 104,991 △1,609 12. 委託料 △115 累 計 1,485(1,600)

施設整備事 005. 調査委託料 △115(1,600)

業費 14. 工事請負費 △1,494 累 計 103,506(105,000)

002. 維持修繕工事 △1,494(24,000)

計 319,438 △12,011 307,427 △3,900 △8,111
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一 般 財 源 区   分 金   額

一 般 財 源 区   分 金   額



公共下水道事業特別会計 （単位：千円）

起 債 見 込 額 元 金 償 還 見 込 額

1 5,433,318       5,041,898       148,000         490,918         4,698,980       

(1)
公 共 下 水 道
事 業

5,433,318       5,041,898       148,000         490,918         4,698,980       

2 68,258          58,412          -               9,937           48,475          

5,501,576       5,100,310       148,000         500,855         4,747,455       

当 該 年 度 末
現 在 高 見 込 額

準 公 営 企 業 債

資本費平準化債

合 計

区 分 前々年度末現在高
前 年 度 末 現 在 高
見 込 額

当 該 年 度 増 減 見 込

地 方 債 の 前 々 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末
及 び 当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書
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